
 
 

再 資 源 化 等 報 告 書 

 

     年   月   日 

（発注者） 

             様 

 

                 氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名)                          

                 （郵便番号   －    ）電話番号   －    －     

                 住所                                                           

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイクル法」という。）

第18条第1項の規定により、下記のとおり、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了した

ことを報告します。 

記 

１．工事の名称 

２．工事の場所 

３．再資源化等が完了した年月日      年  月  日 

４．再資源化等をした施設の名称及び所在地並びに数量 

（書ききれない場合は別紙に記載） 
 

 
特定建設資材 
廃棄物の種類 施設の名称 所在地 数量(ｔ） 処分方法

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

注１）再資源化等
．
には、再資源化とならない処分方法（焼却等）を含む。 

注２）産業廃棄物管理票と整合性(数量、処分方法等)をとること。また、自己処理については、マニフ

ェストが作成されないため、数量等を自己管理し漏れなく記載すること。 

注３）廃棄物の種類、再資源化等施設、処分方法が同一の場合は、数量は合算して記載すること。 

５．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用                 万円（税込み） 

（参考資料を添付する場合の添付資料）                    

   ※資源有効利用促進法に定められた一定規模以上の工事の場合など 

□再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの） 

□再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの）

届出書受付番号 

（      ）



別 紙 

 

（書ききれない場合は別紙に記載） 
 

 
特定建設資材 
廃棄物の種類 施設の名称 所在地 数量(ｔ） 処分方法

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 
    

 

 


